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ま　え　が　き

　通貨危機の記憶も遠のき始めた2003年。この年就任した盧武鉉前大統領は，

8月15日の第58回光復節記念式の祝辞のなかで「向こう10年以内に国民所得

2万ドル時代に入らねばならない」と述べた。時は折しも韓国経済の V字

回復後に訪れた内需不振の真っ只中で，大統領が打ち上げた国民所得倍増論

も冷ややかな反応をもって迎えられた。それ以来 5年，気がつけば韓国は当

時不可能と思われた 1人当たり所得 2万ドルの壁をなんなく乗り越えていた。

この間の所得増加の立役者は言うまでもなく，競争力を大幅に強めた半導体，

自動車，鉄鋼などの主要産業であった。

　韓国主要産業は1990年代中盤に過度の投資競争を繰り広げ，それがその後

の通貨危機につながった。これら産業は危機の荒波をもろに受けたが，経営

不良プレーヤーが不断に淘汰されたことや生き残った企業もそれぞれに努力

を傾けた結果，次第に骨太の体質を備えるようになった。その過程で，サム

スン電子や現代自動車，ポスコなどの世界的に強い競争力をもつ優良企業を

輩出するまでに至っている。いまや韓国主要産業の競争力の消長は日本を含

む海外の競争者に強い影響を与えるようになっている。また，成熟化ととも

に成長鈍化の傾向が鮮明になるなかにあっても，韓国民の生活水準向上への

欲求は続いている。これを可能にする動力としての主要産業競争力の動向に

対して韓国内における関心は依然として高い。

　韓国の主要産業を重点的に取り上げる研究としては，中進国論が脚光を浴

びた1980年代にいくつかの好著が世に出されたが，その後はまとまった研究

が途絶えていた。しかし前述のように，韓国主要産業は変動する内外の与件

に対応しながら危機をしたたかに耐え抜き，1980年代とは比較にならないほ

どの国際的インパクトを具備するようになった。我々は，韓国主要産業の競



ii

争力の推移を振り返り，もって今後の展望に役立てるべき時が到来したと考

え，2006～2007年の 2年度にわたるアジア経済研究所研究会「韓国主要産業

の競争力―21世紀における与件変化への対応―」を組織，運営した。研

究会では，韓国主要産業の競争力について，生産性，貿易などの伝統的な尺

度のほか，それら結果をもたらした生産技術，市場戦略，政策対応などもあ

わせて分析し，対象産業ごとに深度ある俯瞰を行うことを目指した。本書は

同研究会の最終成果である。

　 2年間の研究会活動を振り返り，まず，研究会の委員諸氏の協力に心から

の感謝を申し上げたい。また，講師として有益なるプレゼンテーションを下

さり，活発なる議論に導いて下さった外部専門家諸氏，研究会委員の現地調

査の際に快くインタビューに応じて下さり，貴重な意見や情報を提供して下

さった韓国の専門家の方々にも謝意を表したい。そして最後に，すべての草

稿に目を通し，厳しくも温かく，かつ本書の完成度を高めるうえで有益なコ

メントを下さった研究所内外の匿名レフェリーおよびコメンテーターの諸氏

に感謝の意を表したい。

　2008年 6月

編者　
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559
国際ルール形成と開発途上国 開発途上国における経済制度改革を視野に入

れた国際的・地域的なルール・基準作りの進
展と，それが各国の制度改革に与える影響を
分析。

グローバル化する経済法制改革
今泉慎也編 2007年　336p.　4410円

560
グローバル化と途上国の小農 グローバル化で私たちの食卓は途上国の小農

に結びついた。アジア，アフリカ，ラテンア
メリカ農村での農業経営調査に基づいて，途
上国農村から見たグローバル化の姿を描く。重冨真一編 2007年　293p.　3780円

561
マラウイの小農 農業に依存する東南部アフリカの小国，マラ

ウイ。「貧困」とされるこの国の農村の実態
を，フィールドワークで得られた知見をもと
に，詳細に明らかにする。

経済自由化とアフリカ農村
高根務編 2007年　230p.　3045円

562
ラテンアメリカ一次産品輸出経済論 中国の急成長，高付加価値産品の市場拡大に

より活性化するラテンアメリカの一次産品産
業。一次産品輸出は経済発展のエンジンとな
りうるか？　生産現場の実態から検証する。星野妙子編 2007年　287p.　3780円

563
中国経済の勃興とアジアの産業再編 中国経済の目覚しい発展は，アジア諸国にお

おける産業再編をもたらした。中国経済の勃
興とアジア諸国の産業再編の様子を，産業連
関の視点から定量的に明らかにする。岡本信広・桑森啓・猪俣哲史編 2007年　280p.　3675円

564
統治者と国家 アフリカにおける近代再考を視野に入れ，国

家との間に紡がれるダイナミズムの中で現代
アフリカの統治者像を捉え直す野心的論集。
全265代の統治者一覧も収録。

アフリカの個人支配再考
佐藤章編 2007年　423p.　5460円

565
新興工業国における雇用と社会保障 いま社会では「働き方」が問われている。本

書ではアジア，アフリカ，ラテンアメリカ新
興工業国での非典型雇用のあり方と，その従
事者に対する社会保障の問題を論じている。宇佐見耕一編 2007年　299p.　3885円

566
アジアにおける分権化と環境政策 環境政策における中央・地方関係，地方政府

による環境政策の実態，地方レベルでの環境
政治の構図など，アジアにおける分権化と環
境政策の相互作用を政治経済学的に分析。寺尾忠能・大塚健司編 2008年　206p.　2730円

567
障害と開発 アジアとアフリカにおける障害当事者の社会

と法制度などを国連等世界の動きも交えて分
析・解説。開発学と障害学の双方の視点を踏
まえた「障害」への新たな視点を提供。

途上国の障害当事者と社会
森壮也編 2008年　332p.　4410円

568
タイ政治・行政の変革1991-2006年 タイは，1991年から2006年 9月クーデタまで

の15年間に大きく変わった。本書は民主化や
経済の中進国化を軸に様変わりするタイの政
治・行政を読み解く試みである。玉田芳史・船津鶴代編 2008年　368p.　4830円

569
開発と農村 グローバリゼーションに巻き込まれる発展途

上国の農村社会が直面する課題を，日本の農
村社会開発の経験と照らし合わせつつ「生活」
の視点から再整理する。

農村開発論再考
水野正己・佐藤寛編 2008年　288p.　3570円

570
アジアにおけるリサイクル リサイクルに関する取組みが進んでいるアジ

ア地域において，リサイクル産業のフォーマ
ル化，再生資源貿易の拡大への対応が共通の
課題となっていることを明らかにする。小島道一編 2008年　382p.　4935円

571
アジア諸国の鉄鋼業 昨今変化の著しい鉄鋼業。アジア各国それぞ

れの現状と課題を発展過程をたどることによ
って読み解き，鉄鋼業の検討からアジアの産
業発展を再考する。

発展と変容
佐藤創編 2008年　351p.　4620円


